意　      　　　　　見
平成19年度の水道事業会計は、47億600万円の単年度黒字であり、工業用水道事業会計は、7億4,900万円の単年度黒字であった。この結果、水道事業会計は7年連続、工業用水道事業会計は12年連続の黒字となった。

　なお、平成19年度の決算では、水道事業会計において前年度と比べ、年間給水量が増加し、給水収益が増加したが、特別利益が減少したことなどにより、事業収益が約43億円減少し、事業費用も支払利息や特別損失の減少などにより、約59億円減少した。

また、工業用水道事業会計では前年度に比べ、年間有収水量が増加し、給水収益が増加したことから、事業収益は約2億円増加し、事業費用については、支払利息が減少したことなどにより約7千万円減少した。

府営水道及び府営工業用水道の施設は、本格的な改良更新の時代を迎えており、平成17年3月に、概ね25年先を整備目標とする長期施設整備基本計画及び5カ年を整備目標とする中期整備事業計画が策定され、現在改良更新工事が実施されている。また、琵琶湖総合開発事業等の水源確保のための負担についても継続する。今後の事業推進にあたっては、水需要の減少傾向も勘案し、健全経営を維持するため、事業を一層効率的に執行するとともに、危機管理への配慮や水道事業の府市統合協議についても検証しながら安定した給水を持続していくことが必要である。

このような状況を踏まえ、より一層の経営の効率化と安定化が図られるよう、次の点に取り組まれたい。

　

１　利水撤退に伴う負担金について

　　丹生、大戸川ダムについては、将来の水需要予測の見直しを踏まえ、平成17年8月に利水撤退が公表された。両ダムからの利水撤退に伴う費用負担が必要となる可能性があるが、これまでに約75億円を負担していることも勘案し、撤退負担金については、府の負担額を最小限にするよう、関係機関との協議、調整に努められたい。

２   水道事業の府市統合協議について
府と大阪市の水道事業統合協議については、府営水道が府民全体の財産であることに鑑み、府内市町村等の意見を踏まえ、府民の意見が水道事業に反映されるとともに、将来にわたり安全で安定した水道水を供給できるよう慎重かつ十分に協議、検討されたい。
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